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国家戦略特区ワーキンググループ ヒアリング（議事要旨） 

 

（開催要領） 

１ 日時 平成27年２月３日（火）９:37～10:27 

２ 場所 永田町合同庁舎７階特別会議室 

３ 出席 

＜ＷＧ委員＞ 

座長 八田 達夫 アジア成長研究所所長 

         大阪大学社会経済研究所招聘教授 

委員 阿曽沼 元博 医療社団法人滉志会瀬田クリニックグループ代表 

委員 坂村  健 東京大学大学院情報学環・学際情報学府教授 

委員 鈴木  亘 学習院大学経済学部経済学科教授 

＜関係省庁＞ 

林 修一郎 保険局医療課課長補佐 

＜事務局＞ 

富屋 誠一郎 内閣府地方創生推進室長代理 

藤原  豊 内閣府地方創生推進室次長 

松藤 保孝 内閣府地方創生推進室参事官 
宇野 善昌 内閣府地方創生推進室参事官 

 
（議事次第） 

１ 開会 

２ 議事 往診ルール在宅・在宅医療の弾力化 

３ 閉会 

 

 

○藤原次長 では、往診ルール在宅・在宅医療の弾力化のヒアリングでございます。 

 厚労省の方々においでいただいておりますが、以前も１回議論させていただいて、いた

だいた質問を絞り込ませていただいた上で提案者とはやりとりをしましたけれども、回答

も返ってきているようでございます。これについて議論をさせていただければと思います。 

 総理のほうから前回の諮問会議で実現の方向で対応するようにということで関係大臣の

ほうにも指示が飛んでおりますので、実現の方向で最大限努力することが政府として必要

になっております。 

 それでは、八田座長、よろしくお願いいたします。 

○八田座長 お忙しいところをお越しくださいまして、ありがとうございます。 
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 それでは、早速、御説明をお願いいたします。 

○林課長補佐 厚生労働省保険局医療課の林と申します。どうぞよろしくお願いいたしま

す。 

 前回から日がたっておりませんので、御記憶に新しいところかと思いますが、まず、色

刷りのほうの資料、前回と同じものでございます。ポイントだけ１分ぐらいで御説明させ

ていただきますと、訪問診療や往診につきましては、１枚目でございますけれども、これ

は外来より診療報酬が高く設定をされております。医療上の必要性にかかわらず安易に実

施されることは、健康保険の考え方からは望ましくないということもございますので、そ

の実施に当たっては一定の要件が定められておるわけでございます。 

 本件の御提案につきましては、自己負担で往診を実施するということは既にルール上可

能であるわけでございますから、論点は、本件のために保険給付を拡大してもよいのかど

うかということがポイントでございます。ルールの緩和というよりは、保険給付の拡大を

このためにしてもよいのかどうかということがポイントであると考えております。税金や

保険料を使って、このような事業を行うことがよいのかどうかということが論点であろう

と考えております。 

 ２枚目でございますけれども、「16キロメートルを超える往診・訪問診療の取扱いにつ

いて」ということで、このルール、16キロというのがクローズアップされておりますけれ

ども、それより外側でも医学的な必要性があれば、それがほかの医療機関で対応できない

といったことであれば往診を行ってもよいとなっておりますので、このルールに関しては、

16キロがどうかということもさることながら、その事業に医学的な必要性がどの程度ある

のかということがポイントであるということでございます。 

 それから、「外来応需の体制のない保険医療機関について」というほうのルールでござ

いますけれども、これも前回御説明させていただいたとおりでございますが、このルール

は、軽い人だけを選択的に見るというような医療機関があることは非常に望ましくないと

いうことが、今、これはなかなかすぐには見直せないという側の意見といいますか、論拠

でございますので、こういった新しい事業が、軽い人だけを選択的に見るとか、事業所に

とって都合のいい人だけを選択的に見るといったことがないかどうかというところをきち

んと見ていかないといけないのだと考えております。そういった観点を踏まえて質問させ

ていただいて、一部について御回答いただいたところでございます。 

 実際のところ、この医療機関というのは、まだ管理者の方がどんな方であるとか、ある

いはどんなポリシーで医療機関を運営されるといったところについては今回の質問のお答

えからはよくわからなかったところでございます。また、往診を実際になされるときに、

どのような患者さんに往診をされて、どのような患者さんに往診をなさらないのかという

ところもよくわからなかったところでございます。 

 「取扱注意」と書いてある御回答のほうを参照いただきながらということかと思います

けれども、「１．実施医療機関の概要」の中で、２つ目の○ですけれども、管理者となる
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予定の医師や、採用予定の医師のプロフィール・専門性について御教示いただきたいとい

う点。前回のここでの御議論では、かなり専門性の高い診療をされるのではないかという

御指摘もあったところでございまして、読ませていただいたところ、病児保育を主として

考えると、医師の専門は小児科及び耳鼻科を想定しているということで、これは一般の小

児科、耳鼻科ということなのか、あるいはその中でも特に専門性が高いのかというのは、

ちょっと私どもには理解が難しかったところでございます。 

 また、事業が進めば、トラウマを抱えた児童や引きこもり家庭等への往診のため、精神

科系も必要となってくるということでございますが、このあたりもどの程度の専門性なの

かということは、私どもは、ここの回答からだけでは理解がまだ進まなかったところでご

ざいます。 

 「２．実施医療機関の医療提供体制」のところでございますけれども、病児保育の利用

者以外から往診の求めがあった場合には、どのように対応するのかということで、これに

ついては、病児保育の利用者以外からも一定の必要性があれば対応するということでござ

いましたが、そもそも病児保育の利用者の中での往診の求めがあった場合にどのように対

応するのかという御質問をさせていただいたことについてはお答えをいただいておりませ

んで、御質問の中では、３．の中で、主として想定される往診の対象者について、なぜ外

来診療が困難で往診を要するのかとか、あるいは往診を行うまでに医学的な往診の必要性

を判断する手続や、判断を行う方について御教示いただきたいといった、病児保育の方々

の中でどのような方に往診をするのかということについては、今回、御回答がいただけな

かったところでございますので、病児保育の利用者とそれ以外の方で判断の方法に差があ

るのか、あるいは判断の水準に差があるのかということについて、私どもはちょっと理解

ができなかったところでございます。 

 それから、回答のほうの２．の２つ目の○でございますが、患者側から、症状が落ちつ

いた後にも慢性疾患の管理等のために継続的な診療を求められた場合の対応についてとい

うことでございます。これについては、在宅医療や訪問看護の枠組みで対応すると御回答

いただいていますが、この在宅医療や訪問看護というのが、みずから御提供されるのか、

あるいはその地域でそういった医療資源が存在することを期待して、前提としてこういっ

たことを書かれているのかということが、ちょっと理解が進まなかったところでございま

す。 

 それから、「３．実施医療機関の専門性」という点につきましては、往診が可能になる

ことで、病児保育の安全性をより一層高めることができるという御回答があったところで

ございます。 

 このほか、前回の御議論の中では、医師についてはほかの小児科の医師の不足に拍車を

かけることがないように、育休中あるいは直後の医師などを中心に採用するのだといった

御指摘がありましたけれども、医師の採用方法について御教示いただきたいといったこと

については御回答がなかったところでございます。 
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 また、健康保険のルールの中では他の事業と医療機関の中で収支の移転というものがあ

る場合には、それは不適切な収支の移転がないかどうかを見る必要がありますけれども、

こういったところについても御回答がなかったところでございます。 

 全体としてはどういった患者さんに往診を提供するのか、そして、どのように往診を提

供するのか、それから、医療機関と病児保育の事業所相互の関係、こういったところに着

目をして、それが健康保険上適切な診療となるのかどうかと、この３つの点ですね。どう

いった患者に往診を提供するのか、どのように医療を提供するのか、医療機関と病児保育

の関係、こういったところに着目をして、この事業が健康保険における医療の提供として

ふさわしいものとなるのかどうかといったところに着目をして、私ども、非常に関心を持

たせていただいているところでございます。 

 今回、短時間で御質問にお答えいただいたのだと思いますけれども、やはりなかなか伝

言ゲーム的なところもあって、私どもの確認したい事項にお答えいただくのが難しかった

かなと思う面と、やはり少し相互のフィードバックというか、コミュニケーションがあっ

て、こういったところはこのように変えれば提供できるのですねというようなコミュニケ

ーションをとることも必要なのかなという感じもいたします。これをどうやって実現する

かということが御関心なのだと思いますけれども、１かゼロかということだけではない部

分もあるのではないかと感じるところで、御質問に対するお答えとしては、もう少し密な

やりとりができたらなと感じたところでございます。 

 説明としては以上でございます。 

○八田座長 ありがとうございました。 

 これは事業者と一緒にお呼びするということも可能ですかね。 

○藤原次長 可能だと思いますが、いずれにしても、これに全部答えなければ制度改正が

実現しないのだという前提でやるのかどうかということが一番ポイントで、本当にそうい

う御主張であれば、この質問表自体をワーキンググループの先生方の中で一回きちんとも

む必要があると思います。 

○八田座長 それはそうです。 

○鈴木委員 ここでやっていることは、個別の事例を認めてくださいという話ではなくて、

個別の理由で上がってきたものを普遍化しているのですね。だから、出てきたもの自体に

いろいろなところで共通する問題があるから一般論としてお話をしているわけで、ここの

クリニックを認めてくださいという話をここでしているわけではないということですね。 

○林課長補佐 十分承知をいたしているつもりでございますが、医学的な必要がある場合

の往診については16キロを超えても認めるというルールにしておるわけでございますので、

医学的な必要がなくても認めてほしいとおっしゃっているわけでも恐らくないのだと思い

ますから、その医学的な必要性というところの判断をどう考えるかといったところに結局

は帰着してくるのだと思いますし、そうすると、ここの事業がそれに当たるかどうかとい

うことをよく確認させていただかないと、なかなか判断が難しいのではないかと。それに、
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もしかしたらもう既にできるものかもしれないしということなのではないかと思っており

ます。 

○八田座長 まず、今、御説明いただいた中で、普通の小児科のことだから、これは専門

性がないのではないかとおっしゃったけれども、それは専門性の意味だと思うのですね。

高度医療という意味での専門性と、「ほかでは得られない医療サービス」という意味での

専門性とは、全く別だと思うのですよ。そして、今、問題になっているのは、病気になっ

た子供を在宅で保育している状況で、機敏に往診してもらえる。そういうサービスは普通

はなかなか得がたいですから、このサービスの専門性は、赤ちゃんや子供を抱えている親

にとっては非常に貴重なものだと思います。こういう専門的なサービスをやりやすいよう

にしようということなのです。たしかに、普通の内科のお医者さんにうんと遠くから往診

してもらうことを、自由勝手に気ままに許すのはまずいです。しかしそれとは、ちょっと

違います。やはり子供、赤ちゃんの場合には、先ほども阿曽沼先生が言っておられたけれ

ども、昔は小児科は往診が普通だったわけです。ましてやお母さんがいないところで保育

士が看護しているところで往診をしてもらえるというのは非常にありがたいことです。保

育士が病院に連れていくよりは往診のほうがいい場合には、それに特化したところを認め

ましょうという話です。 

 16キロ以内だったら、今だって保険でできるわけでしょう。だから、それを、範囲を超

えたところでもできるようにしてくださいということです。 

○阿曽沼委員 このサービスはきっと、不特定多数の人を全て対象とするということでは

ないのだろうと思います。病児保育をするという人たちに限定するとか、医学的な必要性

を誰が判断するのか、現実はその母親が判断するのでしょう。熱があるとか、動けないと

いったら、普通に判断をすれば先生に診てもらうと云う事ですよね。往診する医師は自宅

に行って初診をするわけです。なおかつ、高度な専門性が必要であると判断すれば、その

医師の判断と責任において近隣の専門病院に救急で運ぶとか、必要な医療機関や医師に診

療情報提供書や紹介状を書いて、その専門医師に治療等を委ねるわけです。普通の医療機

関がやっていることを病児保育に対してやっていくということですので、心配はないので

はないかと思います。 

○鈴木委員 そもそも病児保育は皆さん御担当なのですか。私が知っているときは、病児

保育は皆さん方の御担当ではなくて社会・援護局か何かにあったと思うのですけれども、

病児保育の現状は皆さん、御存じなのですか。この議論をすると病児保育の話をしなけれ

ばいけないのですけれども、その御担当の方もいらしていただかないと、ちょっと話が進

まないのではないかと。 

 つまり、今、病児保育はどういう現状になっているかというと、訪問というのが都市部

では割と普通になっているのですね。だから、クリニックのそばに病児保育を併設して、

そこにいらっしゃいというのだと、数も少ないですし、ほとんど機能しないので、病児に

対しては訪問して引き取るというようなやり方が結構普通になっているので、そこにお医
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者さんがくっついていくということは非常に利便性が高いわけですね。だから、そういう

文脈で多分こういう御提案もあったと思うので、病児保育のことがわかっていらっしゃる

方がいないと話が進まないのではないかと。高度医療とかそういう話ではありませんので、

これは今どうなっているのですか。病児保育はどこが御担当なのですか。 

○林課長補佐 病児保育は、ちょっと済みません、正確でないかもわかりませんけれども、

雇用均等・児童家庭局か社会・援護局か別のところが担当しているのだと思います。 

 いずれにしても、今の議論が医学的な必要性というところに着目をするのか、それとも

利便性ですとか、あるいは特定の事業者の事業を利用されている方への特別なサービスと

して提供するのかといったところにかかわって。 

○阿曽沼委員 ご質問ですが、医学的必要性の判断の定義とは何ですか。誰が、いつ、ど

のように判断をすれば、医学的必要性が判断されたとするのですか。普通の医療では日々

行われているわけです。もし特殊な判断基準はあるのであるのであれば、教えて欲しいで

すね。医学的必要性の判断は誰が判断するというのですか。 

○林課長補佐 これは往診を行われる医師の方が最終的には判断をしますし。 

○阿曽沼委員 そうですよね、医師が判断するのだから、いいのではないですか。 

○林課長補佐 そういう意味で、例えばこの管理者となる予定の方がどのような方法で判

断をされるかということを御質問させていただいたことについても御回答がなかった。 

○阿曽沼委員 だって、これは病児保育だから小児科の先生がやるに決まっているという

前提だと思いますよ。当然小児科の先生がやるのでしょう。当然ながらちゃんと小児科の

医者が責任を持ってやるということが大前提だと思います。そうでなければ現実的にでき

ないわけですから。サービスを受ける人たちだって安心できないしメリットがないわけで

すから。往診に来たら、私は肝臓がんの専門で小児は判らないんですなどと言われたって

困るわけでしょう。当たり前の話なのですよ。事業者だってそんなことはわかっているわ

けです。 

○林課長補佐 当たり前の話であれば御回答いただければよかったなと。管理者も決まっ

ていらっしゃらないし、この医療機関がどのようなポリシーで診療されるかということが

私どもは、きょういただいた回答ではよくわからなかったということを率直に申し上げた

次第でございます。 

○阿曽沼委員 具体的なプランさえあれば認められるという話ですか。この点は非常に重

要なポイントだと思います。女性の社会進出という面でも、病児保育の現状を考えたとき

に、キチンと安心して預かってくれる人がいなくて、自分が仕事に出られない場合にそれ

をサポートしてくれる保育士さんや専門の医師が対応してくれるということは、働く女性

にとっても物すごく重要な事です。従って、是非実現する観点で考えてほしいと思います。

回答が何か、本当に出来るんですか、やれるならやってみろみたいな感じに聞こえてしま

います。 

○鈴木委員 というか、そもそも雇児局がここにいないで議論ができるのかという気がし
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ますけれども。 

○林課長補佐 最初に申し上げたことに重ねてということで、往診ができるかできないか

ということについて言うと、保険給付という観点を除けばもうできるわけなのですね。 

○阿曽沼委員 現実の保険給付の問題は判ります。その場合に薬の処方が必要だったとか、

医学的処置したら混合診療になってしまうのでしょう。１６kmを越えて行くことは自費で

できるけれども、そこで処置や投薬があれば全部混合診療で自費になってしまうわけです

ね。そんなのは実際的には何のサービスにもならないですね。若い母親で病気の子供がい

て、折角安心出来るのに16キロを超えたら全て自費で負担が大きくなってしまいますから。

それも解消したいですね。 

○林課長補佐 したがって、現状よりも保険給付の範囲を拡大してほしいという御要望だ

と受けとめております。そこは御異論のないところだと思うのですけれども。 

○鈴木委員 そして、それが野放しだという話ではないですよ。病児保育という概念の中

で16キロというのはいかにも現実から離れているので、そこは限定つきで拡大できないか

という話ですので。 

○林課長補佐 したがって、私どもがこれを制度設計として考えようとすれば、どこの部

分に着目をして広げたらいいのか。単に野放しにするということでもない。病児保育だか

らいいのか、何だからいいのか、いろいろな観点からやはりコミュニケーションが必要だ

と思うのです。この事業が実質どういうものなのかということも十分にわからないので、

どこをどのように広げれば。 

○鈴木委員 でも、全然個別事例の話ではないのですよ。ここがたまたま言ってきただけ

の話で、そういう問題は東京中にあるのですよ。 

○八田座長 政府としてやらなければいけないのです。 

○鈴木委員 だから、雇児局とお話をしていただいたほうがよほど現状がわかると思うの

です。 

○林課長補佐 そういう点で言うと、病児保育に限定して広げてほしいという、病児保育

だからということを認めてほしいということですか。 

○八田座長 病児保育で来たものについては、要請したものについては断ってはいけない、

そういうことだと思いますよ。これは簡単だからとかそういうことではなくて、全部引き

受けなければいけない。 

○阿曽沼委員 当然法律的に、在宅専門なのか、外来応需義務がちゃんとできるのかとか、

いろいろな観点でチェックしなければいけないと思いまが、新たな制度設計を病児保育の

在宅対応において行うということだろうと思います。 

○林課長補佐 そこまで真剣にやろうとされているのだと思いますから、やはりこの医療

機関の管理者の方がどういうポリシーでやろうとされているのか、そこを私どももやはり

そのやり方というのは、ぜひ本当に直接お伺いしたいとは思います。そうでないと、やは

りこうではないかという想像での話にしか今もなっていないと思いますし、これが実際に
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どこをどのように、この16キロルールだけに限らないと思います。医療機関の開設、管理

の問題でいろいろあると思いますけれども、そういったところをどのように提供しようと

されているのか、どういう医学的なサービスを提供しようとされているのか、そこはやは

りぜひ直接お伺いしたいと思います。 

○八田座長 その機会はつくってもいいと思うけれども、その前提として、今、議論され

てきたように、非常に社会的ニーズのあるもので、しかも、これは普通の内科のお医者さ

んを遠くに往診してもらうというのとはちょっと違っていて、病児保育ということと結び

ついたことです。赤んぼうの場合には往診というのは当たり前ですから。しかも、母親が

そのときにいない、そういう非常に特殊性があるものです。したがって、ここで認めたか

ら全てが拡大していくということを危惧する必要はありません。社会的ニーズがあるとこ

ろにやるような方向を見出していきたいとお考えになるなら、当事者も来たいと思います。

しかし、「やるならやってみろ」的調子で潰すことを意図されるなら、連れてきてもしよ

うがないなと率直に思います。 

 要するに、前提として、そういうちゃんと社会的ニーズのあるものならやってみよう、

だから具体的に話を聞きたい、それなら来ていただきます。 

○林課長補佐 例えば、これは16キロの中では既にやっていらっしゃるサービスなのです

かね。そのあたりすら情報がない状況なのです。 

○八田座長 今はまだ診療所はつくっていないのですね。これは認められればつくりたい

ということではないかと思います。 

○藤原次長 恐らく、その範囲ではビジネスにならないからできないということです。ま

さに誰が管理者になるということまでできないと制度改正ができないというと、新規ビジ

ネスをする方が、立ち行かなくなると思います。 

○八田座長 ここのところ、病児保育自身は非常に手広くやっているところです。非常に

積極的にやっているところですけれども、往診をどこまで手広くやっているかというのは

知りませんけれどもね。 

○阿曽沼委員 私の伺った範囲では、小児科の医師とキチンと連携をして、必要に応じて

往診をしているという様に理解しています。 

○八田座長 16キロ以内ですね。 

○阿曽沼委員 そうです、16キロ以内ではやっていると伺っています。実際にやっている

中で具体的なニーズがあり、問題意識が生まれて、ちゃんと対応したいというところから

の御提案だと理解をしています。 

○林課長補佐 ぜひそういう話を私どもも。 

○藤原次長 今、先生がおっしゃったことです。 

○八田座長 確認したいことがそこだけならば、もちろん確認してもいいですけれども、

それを前提にするならばできるということでしょうかね。 

○林課長補佐 やはり最初に申し上げたとおりでして、どういった患者さんに往診を提供
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されるのか、そして、どのように提供されているのか。あと、医療機関と病児保育の事業

所間に資金の流れはないのかどうかといったところは、やはり最低限確認する必要がある

と思います。 

○八田座長 そうすると、鈴木さんがおっしゃったように、今の病児保育の担当のところ

ともちょっとお話しになったほうがいいと思いますね。実際に進んでいるわけだから。 

○鈴木委員 そう思いますよ。これはいわばちょっとエアポケット的なところなのですね。

厚労省としては両方の間ぐらいのところなので、だから、非常に施策が手薄くなりやすい

というか、ニーズがキャッチされにくい部分ですので、これは一つの例ですけれども、非

常にいい事案だと思うのです。つまり、保育と医政の連携という意味では、ニーズがあっ

てこういうことが出ているので、ぜひ両方の御担当でお話をしていただいたほうが話とし

てはスムーズなのではないでしょうか。個別の事案に特化する必要はないので、こういう

ものは全部病児保育のほうで把握していると思うのですね、ニーズについては。 

○林課長補佐 きょうはお声がけいただいていないので、そこの部分については回答を保

留にさせていただきたいと思います。 

○阿曽沼委員 ぽっと出で今まで経験もなくて、何かおもしろそうだからやろうという人

たちではないと思いますし、それなりの実績を積んで想いを持ってやっていらっしゃる方

が、今までのやっている中で改善をしたい、ニーズに応えたい、そういう志を持っている

方だと理解をしてお話ししているつもりであります。 

○鈴木委員 特に病児保育はほとんど小児科にとっては持ち出しみたいなものなので、全

然採算の合う業務ではないのですね。しかも、併設している病児保育の事業所自体も８割

が赤字という世界なので、それはそれなりの思いを持ってこういうものを出してきている

と思います。ぽっと出ではないと思います。 

○阿曽沼委員 つい最近も、小児科クリニックが開設した病児保育施設が閉鎖になりまし

たね。やはり施設設置型の施設では運転資金が続かないということなのだろうと思います。

それを、在宅医療として運営し、継続的事業体としてやっていく覚悟と知恵を持った人た

ちにやってもらわないといけないのではないかと思います。 

○八田座長 今いろいろ出たようなこともありますから、病児保育担当の部署と話し合わ

れて、政府として新しい、非常に必要度の高いサービスを特区で始めるという方向で、も

ちろんそれにはどういう問題があるかということも御協議の上、御指摘いただいたらまた

それはありがたいです。まずその段階を踏んでからということにしたいと思います。 

○阿曽沼委員 正直、御説明頂いたことは承知の上です。法律がこうなっているというこ

とは十分に理解をしています。これまでの制度設計の経緯も理解をしているつもりです。

それで、なおかつやってほしいなということでありますから、バットで打ち返すのではな

くて、キャッチャーミットを持っていただいて、まず受け取って、いい回答であるボール

を投げ返してほしいということです。 

○林課長補佐 そうですね。そういった点からも御質問させていただいたところで、やは
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りもう少し事業について私どもも理解を深めさせていただきたいと思います。 

○八田座長 要するに、病児保育ということについて、そのものについても現状を把握し

ていただくには、一事業者よりも、ある意味では担当課のほうが詳しいでしょうから、協

議されて、どのように設計したらいいかということもお考えいただければと思います。 

○林課長補佐 前回は医学的な専門性が十分あるのだという御議論だったので、そのお答

えがあるのかなと思ってこういう質問をさせていただいたのですけれども。 

○八田座長 高度な医療という専門性ではなくて、こういうサービスというものが、他に

得がたいサービスであろうということです。 

 坂村先生、何かコメントはありますか。 

○坂村委員 １つ質問なのですけれども、何が今問題になっているかというと、１つは、

この２ページに書いてあることですけれども、往診・訪問診療を行うことは、医療資源を

多く消費し、ひいては医療保険に負荷を及ぼす可能性があると書いてありますが、多分こ

この心配が１つあるのではないかと、ここは重要な問題だと思うのです。 

 逆に質問なのですけれども、こういうことを認めていってしまうと、どのぐらい医療資

源を消費して、医療保険に負荷がどのぐらい及ぶと推定なさっているのですか。 

○林課長補佐 これは今あるサービスだということではありませんので、何か定量的な推

計があるということではございませんけれども、やはりその医師の人件費というのは時間

に応じてかかりますから、移動時間が長ければ長くなるほど往診についてはコストがかか

っていくということですね。それぞれのサービスの単価というのは、厳密にそのコスト計

算をしているわけではありませんけれども、結果的にそういったことで医師の動きが非効

率になっていくと、そういったところの単価を引き上げていくという方向からも診療報酬

に影響が出てくるということなのだと思っています。 

 前回も御説明いたしましたが、もともとこのルールができたときには、往診の距離に応

じた診療報酬ということだったものですから、距離が長くなればなるほど直接的にコスト

がかかる、お金がかかるということでございます。現在はそういうルールはなくなってお

りますが、とはいっても、マクロに見れば、コストが上がっていけば、それだけ報酬にも

影響が出てくるということだと考えております。 

○鈴木委員 でも、現実的に過剰と言えるような往診が見られるのは、ほとんど老人の分

野ですね。私は子供の分野でこういう話は聞いたことがないのです。つまり、子供の場合

は急性の疾患とかそういうもので出てくるので、余り慢性疾患とかボーダーラインで過剰

診療ができるような範囲はかなり限られていると思うので、そういう意味でも、子供の分

野という限定であれば、余り過剰な診療行為ということ、あるいは過剰な報酬をとるとい

うことをそんなに想定しなくてもいいのではないかと思うのです。 

○坂村委員 程度問題ですね。どのくらいかというのを、どのように負荷を及ぼす可能性

があるかがやはり知りたいですね。今おっしゃっていたのは一般論みたいなもので、多分

こういうことをやったら上がるだろうと言っているだけですね。それは何かやれば上がる
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だろうなというのはわかるのだけれども、どのぐらいなのかという程度が重要ですね。大

変なことになってしまうのか、ほんのちょっとなのか。それで、ほんのちょっとでも社会

の利便性が上がって、例えば先ほどから問題になっている働く女性のためにプラスになる

のかとか、そのように考えないと、単に何かやったら上がるだろうというぐらいでは答え

になっていないというか、もうちょっと検討してきて教えてもらわないと。 

 それが余りにひどいというのだったら、考えられることは２つで、その診療報酬の制度

自身がおかしいのではないかということもあるかもしれないですね。もう一つは、本当に

そんな大きな問題があるのかと認識するかもしれないですね。だから、もうちょっと緻密

に言ってもらわないと、みんな納得しないということではないですかね。 

 なぜかというと、前提条件として、恐らくこれから少子高齢化とかいろいろなことを迎

えて、今までと違って病院に来いというだけだとなかなかいろいろなものが阻害して、働

きながら子供を育てるとか、本当に寝たきりの老人の人がいるとか、そういうのが問題だ

から、やり方を根本的に変えないと社会が進まないのではないかという議論が今起こって

いるわけだから、そのときにそれに対して何も今のを変えないでそのまま進んだら、まず

いですね。だから、もしも変えるのだとしたら、逆にどういうことが問題なのかを言って

いただきたいと思います。そうすれば、では、そういうことがあるならこのようにとか、

もう少し建設的、前向き的に進むではないですか。でも、さっきから聞いていると、ただ

高いとか、負荷があるとかというだけだと前進しない。必ずしも強引にやろうと八田先生

も言っているわけではないから、何が問題なのかがわかれば、そこのどこを変えたほうが

いいのかがわかるのではないかと思うのですね、横で聞いていると。 

○八田座長 前回こちらの説明も足りなかったかもしれません。もし、専門性が高いとい

うことを高度医療という意味で捉えられるように言ったとしたらこちらの間違いです。ま

さにこういう在宅医療という他では得がたいサービスという意味で言ったということが一

つ。 

 それから、事業者自体は大変病児医療に対して専門性があって、今まで経験のある、あ

る意味でパイオニアと言われている人たちであるから、そこの問題意識で拡大したいとい

うことだと思います。 

 それから、鈴木さんがおっしゃったように、この分野はそんなにお金がもうかるとかそ

ういうことではなくて、むしろ赤字でやっているようなところなので、社会的ニーズが高

いのになかなか供給されないということがある。そのようなことをひっくるめて、やはり

病児医療担当の課の方たちの御意見も入れながら、新しい制度構築をつくっていただきた

いなと思います。 

 ということで、坂村先生がおっしゃったように、お金がかかるからできないというふう

に前提してしまわないで、本当にこれはいい機会なので、新しいシステムをつくっていく

ように、ぜひ御検討をお願いしたいと思います。 

○阿曽沼委員 費用という点ですが、在宅での病児医療などは、そんなに経済的負担があ
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るとは推計できませんし、インフルエンザの子供なども小児科にいって他の小児に感染さ

せてしまうより在宅でやったほうがいいのですよね。在宅でやってあげるというお医者さ

んと事業者がいれば、働く女性に取ってはありがたいことだと思います。 

○坂村委員 医療のあり方も世界的に見て今はどんどん変わってきていて、日本でもそう

ですけれども、やはりサービスを主体とした方向に業種がどんどんかわろうとしていると

きに、医療だけはそうではないということはないと思うのです。特に少子高齢化で一番私

が思うのは、寝たきりの人が多くなったときに、病院に行きたくても行かれない人がどん

どんふえてきたら、もう極端なことを言うと病院には属しない、回っていくだけみたいな、

そういうお医者さんの形態が主体になっていくかもしれない。今はそういう人は少ないか

もしれないけれども、そのように世の中が変わっていくかもしれないですね。だから、病

院ヘ行くというよりは、医者が逆に来るみたいな形になっていくということはありますね。

そうなったときに今の制度がそぐっていないのだとすると、何かちょっと少し。 

○八田座長 ということで、これはぜひもう一歩御検討をお願いしたいと思います。 

 では、時間になりましたので。 

○林課長補佐 私どものほうでも病児保育について勉強するようにということがございま

すので、勉強させていただきたいと思います。また、もう少し知りたいこともありますの

で、それも事務局のほうと御相談させていただければと思います。 

○八田座長 どうもありがとうございました。 

 


